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【修士論文概要書】 
 
1. 研究背景 
現在、日本各地において様々な形で地域活性化の取り組みがなされている。そのよう
な中で、これからの地域活性化のまちづくりの取り組みにおいては、各地域の個性を生か
した形で進めることが望ましいと考えられる。 
本研究テーマに着目したのは、地域における都市施設のマーケティング活動が、地域
の個性を活かした活性化の実現を進める上で大きく関係してくるのではないかと考えたと
ころに端を発する。また、本研究で都市施設の中でも特に美術館を取り上げるのは、地元
経済効果や創造都市効果など地域活性化との関わりから周辺に与える影響が大きい都市施
設であると考えたためである。 
 
2. 研究目的 
我が国の代表的な美術館を取り上げ、美術館のマーケティング活動を構成する諸要素
と地域活性化の状況を統計的に照らし合わせることにより、美術館のマーケティング活動
を構成する諸要素と地域活性化との関わりについて研究を進める。 
研究目的は、美術館のマーケティング活動を構成する様々な要素の中で、集客に貢献
している美術館の要因を探るとともに、併せて地域活性化に貢献していると思われる要因
を抽出することであり、建築物のレベルで地域活性化との関係に着目することにより、建
築設計者として建築企画の際の何らかの示唆を得たいと考えている。 
 
3. 研究意義 
本研究の独自性は、我が国の全国の代表的な美術館を網羅的に研究対象とし、それらのマ
ーケティング活動の実態について調査し、地域活性化との関係についても視野に入れ、定
量的に分析を試み、その傾向を明らかにしようとする点にあると考える。 
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4. 研究対象 
本研究では、2013年 11月現在の全国美術館会議会員美術館を調査対象とした。本研究
で、全国美術館会議会員美術館を取り上げようと考えたのは、全国美術館会議が歴史のあ
る団体であり、全国の多くの美術館が会員となっており、我が国の代表的な美術館をほぼ
網羅することができると考えたからである。 
全国美術館会議とは、1952 (昭和 27)年に設立された団体であり、現在、367館（国立 9
館、公立 229館、私立 129館）の会員館と 38社の賛助会員で組織されている。なお、
2013年 11月現在、沖縄県に全国美術館会議会員の美術館は存在しない。 
 
5. 研究方法 
 マーケティングに関する既往研究、美術館が地域活性化に関わった事例研究の結果に基
づき、本研究の研究テーマである美術館のマーケティング活動と地域活性化との関係を明
らかにするため下記のように調査項目・カテゴリを設定し、データベースを構築するため
データを収集した。 
（1）「所在地域」＜北海道、東北、関東、東京、北信越、東海、近畿、中国、四国、
九州＞、（2）「オープン年」＜1980年以前、1981～1990年、1991年～2000年、2001年
以降＞、（3）「設置・運営団体」＜国立、公立、私立、その他＞、（4）「コレクショ
ンの収蔵品数」、＜1000点以下、1001～2000点、2001～3000点、3000点以上＞、（5）
「企画展の開催」＜5回以下、6～10回、11～15回、16回以上＞、（6）「カフェ等の付
帯的サービス」＜ミュージアムショップ、図書館、カフェ、レストラン、会議室、映画館、
広場、その他＞、（7）「入館料金」＜無料、500 円以下、501～1000 円、1001 円以上＞、
（8）「最寄駅からの距離」＜5分以下、6～10分、11～15分、16分以上、なし＞、（9）
「収容可能な駐車台数」＜なし、1～100台、101～200台、201台以上＞、（10）「立地
環境」＜市街地、郊外、その他＞、（11）「来館を促すために美術館の魅力を顧客に伝
えるためのプロモーション活動」＜100万円以下、101～200万円、201～300万円、301万
円以上、回答不可＞、（12）「敷地面積」については、＜5000㎡以下、5001～10000㎡、
10001～15000㎡、15001㎡以上、回答不可＞、（13）「建築面積」＜2000㎡以下、2001
～4000㎡、4001～6000㎡、6001㎡以上＞、（14）「設計主体」＜個人設計事務所、組織
設計事務所、ゼネコン設計部、ＪＶ、その他＞、（15）「各美術館の運営方針」＜保存
機能重視型、教育機能重視型、研究機能重視型、レクリエーション機能重視型、その他＞、
（16）「従業員数」＜10人以下、11～20人、21～30人、31人以上、回答不可＞、（17）
「運営等何らかの形で関わっているボランティア数」＜0人、1～30人、31～60人、61人
以上、回答不可＞、（18）「2010年度から 2012年度にかけての来館者数の増減」、
（19）「2005年度から 2010年度にかけての各美術館の所在地を中心とした半径 1km圏内
の創造産業従事者数の増減」を設定した。 
（1）～（18）については、データを収集するため調査対象美術館に対する質問票調査
を下記の通り実施した。（19）については、「政府統計の総合窓口（e-Stat）」を用いて
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データを収集した。（18）、（19）については、今回実施する解析手法は数量化Ⅰ類で
あるため、カテゴリを設定せず実数値とした。 
 
6. 質問票調査の概要 
①調査名    ：美術館の集客活動に関するアンケート 
②調査地点   ：46都道府県（2013年 11月現在、沖縄県に全国美術館会議 
         会員の美術館は存在しないため除いた。） 
③調査対象   ：2013年 11月現在の全国美術館会議会員の美術館 
④標本美術館数 ：367館（国立 9館、公立 229館、私立 129館） 
⑤抽出方法   ：全国美術館会議Webサイト内の会員間一覧のリストを抽出 
台帳として 367美術館を抽出した。 
⑥調査方法   ：各美術館への質問票の郵送法（質問票 A4・2枚、添え状 A4・ 
1枚を各美術館に郵送した。） 
⑦調査期間   ：2013年 11月 26日（火）～2013年 12月 27日（金） 
⑧回収結果   ：返信なし          153 
         回収サンプル数 214（回収率は約 58％） 
         無効サンプル数   18（諸事情により未回答・不完全な回答） 
有効サンプル数 196 
 
7. 研究成果 
以上のような調査項目・カテゴリを設定し、収集されたデータから構築したデータベ
ースに対して、単純集計により各項目の大まかな傾向を探るとともに、株式会社社会情報
サービスのエクセル統計 2012アカデミック版を用いて、数量化Ⅰ類による解析により、
美術館の集客及び地域活性化に関係している要因の発見を目指した。明らかになった点は
以下の通りである。 
 
1）「来館者数の増減」にマーケティング活動の最も基本的な構成要素である 4Pに関わ
るものが強く関係していることが分かった。このことは美術館も集客施設の一つであり、
来館者数を増やすためには、他の営利目的の集客施設と同様に、マーケティング活動に取
り組む必要があることを再確認することができたと考えている。 
 
2）「来館者数の増減」、「創造産業従事者の増減」の両方に、「設計主体」、「運営方
針」、「所在地域」が強く関係していることが分かった。「設計主体」は、その設計しよ
うとする建築物のデザインについて、計画、意匠、構造等に関わり、建築デザインのあり
方に影響を与えると考えられることから、「来館者数の増減」、「創造産業従事者の増
減」に「建築デザイン」が関係している可能性を示唆しているものと思われる。 
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3）「運営方針」は、美術館の地域社会における位置づけや、他の美術館との差別化、来
館者のニーズ等について検討しつつ、中長期的に定めるべきものであり、各美術館におけ
る戦略の有無が深く関わっているものと考えられることから、「来館者数の増減」、「創
造産業従事者の増減」に各美術館の「戦略」の有無が関係している可能性を示唆している
ものと思われる。 
 
4）「所在地域」については、各美術館の所在する地域の各美術館への様々な影響、すな
わち「地域性」といったものが「来館者数の増減」、「創造産業従事者の増減」に関係し
ている可能性を示唆しているものと思われる。しかし、このように、「地域性」といった
要因が関係している可能性があるにも関わらず、ボランティアが参加していない美術館も
依然として多く、地域との関わりが不十分な状況となっている。 
 
以上のように本研究では、我が国の代表的な美術館を取り上げ、美術館のマーケティ
ング活動と地域活性化の現状を統計的に照らし合わせた結果、美術館の集客と地域活性化
に貢献していると思われる要因として、「設計主体」、「運営方針」、「所在地域」の 3
つを明らかにし、そこから美術館の「建築デザイン」、「戦略」の有無、美術館の所在す
る地域の「地域性」が、美術館の集客と地域活性化に関係している可能性を示唆すること
ができた。 
 
8. 今後の研究の方向性 
本研究は、地域における都市施設と個性ある地域活性化の関係に着目した今後予定し
ている一連の研究の導入部分と位置づけている。したがって、美術館以外の都市施設につ
いても、今後順次、研究対象としていきたいと考えている。また、本研究から得られる調
査結果は、地域活性化に貢献する美術館の要因把握にとどまるものである。本研究から得
られる調査結果に基づき、引き続き研究を継続することにより、単なる地域活性化ではな
く、個性ある地域活性化に貢献する都市施設のデザイン手法提案を目指したいと考えてい
る。 
